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本研究では地震観測点以外の地点を対象に地震動を推定せずとも，直接的に木造建物の最大応答変形角
を予測する手法を提案した．まず，性能等価加速度応答スペクトルと加速度応答スペクトルの関係をもと
に最大応答変形角の予測式を導き出した．続いて，2016 年に鳥取県中部で発生した地震を対象に断層最短
距離や微動 H/V の固有振動数などをパラメータとした最大応答変形角予測式を回帰分析により求めた．そ
の結果，地震観測記録から計算した最大応答変形角と予測式から計算した値がよく対応した． 
 

     Key Words : the 2016 central Tottori earthquake, wooden building, maximum response deformation  
angle, microtremor 

 
 
1. 序 論 
 

木造建物は近年の M6 前半の地震でも，地震動により
多数の被害例えば 1)が生じている．中には甚大な被害が生
じた木造建物もあることから，地震防災上，地震動と木
造建物の被害の関係を把握しておくことが極めて重要で
ある．構造物の地震被害の程度を表す指標の一つに応答
変形角（あるいは層間変形角）があり，評価する方法と
して個別要素法を用いた手法 2)，地震応答解析による手
法 3)，応答スペクトルを用いた手法 4)などが利用されて
いる．しかし，これらの手法では地震波形や応答スペク
トルなど地震動に関する情報が必要となるため，地震観
測点以外では応答変形角を評価するための地震動を推定
する必要があり，評価対象地点が多くなると膨大な時間
と労力を要する．また，地震動推定手法の多くは地盤情
報を必要とすることから，地盤情報が未知の地点では地
震動推定そのものが行えない． 

本研究では地震観測点以外の地点や地盤情報未知点を

対象に地震動を推定せずに直接的かつ簡易に木造建物の
最大応答変形角を予測するために，震源からの距離や評
価が容易な地盤の常時微動の水平・鉛直スペクトル比 5)

（以降，微動 H/V）を用いた新しい手法を提案した．最
大応答変形角の予測は林 4)が提案した性能等価加速度応
答スペクトルを基本とする．性能等価加速度応答スペク
トルは限界耐力計算 6)に基づいて建物の耐震性能を等価
な地震動で表したものであり，加速度応答スペクトルと
の対応から簡便に木造建物の最大応答変形角を予測する
ことが可能である． 

また，地震動の応答スペクトルから直接，最大応答変
形角を評価できることから，構造物被害に影響を及ぼす
地震動の周期を把握することが可能であり，2004 年新
潟県中越地震や 2014 年の長野県北部の地震などの被害
地震における地震動と構造物被害の関係の把握に利用さ
れている 7)，8)．  

本研究の特徴である地震動推定を必要としない最大応
答変形角予測式を，震源スペクトル，伝播経路特性，地
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盤増幅特性により表した加速度応答スペクトルと最大応
答変形角の関係をもとに導いた．さらに，2016 年に鳥
取県中部で発生し，震源付近の木造建物に倒壊などの被
害をもたらした地震（MJMA＝6.6，震源深さ=11km）を例
に，震源距離や微動 H/V の固有振動数をパラメータと
する木造建物の最大応答変形角予測式を求めた．  

 

2. 最大応答変形角予測式の導出 
 

本章では基盤面と地表面の加速度応答スペクトルの予
測式の導出後，これらの予測式に基づき，最大応答変形
角の予測式を導く．なお，応答スペクトルの予測は同一
の地震を対象とし，最大応答変形角予測式も同じ建物モ
デルに対して求める． 

 
(1) 基盤面の加速度応答スペクトル 

地震波の主要動区間で振幅に大きな変動がないとする
場合，この区間における地震波の加速度応答波の二乗平
均値は次式で表わされる． 

 

𝜎2 = 1𝑇𝑑 ∫ 𝐻(𝑓)2𝐹 (𝑓)2𝑑𝑓∞
−∞      (1) 

                 
ここにσ2は加速度応答波の二乗平均値，H(f)は加速度応
答の伝達関数，F(f)は地震波のフーリエスペクトル，Td

は地震波主要動の継続時間である． 
Cartwright and Longuet-Higgins9)に従うと，σとその最大振

幅Saの期待値の関係は次の式で表わされる． 
 𝐸[𝑆𝑎] = 𝑝 ∙ 𝜎       (2) 

 
式(2)の左辺は地震波の加速度応答最大値Saの期待値，p
はピークファクターであり，次式によって与えられる． 
 𝑝 = √2ln𝑁 + 𝛾/√2ln𝑁               (3) 

𝑁 = 𝑇𝑑⎷
√√√∫ 𝑓 2𝐹 (𝑓)2𝑑𝑓∞−∞∫ 𝐹 (𝑓)2𝑑𝑓∞−∞

            (4) 
                   

式(4)の fは振動数，γはオイラー定数(=0.5772)である． 
式(1)の継続時間 Td を無視した場合，固有振動数 fe に

おける基盤の加速度応答波形の最大値は次式で表される． 
 

𝑆𝑎𝑏(𝑓𝑒) = 𝑝√∫ 𝐻(𝑓)2𝑆(𝑓)2𝑃 (𝑓)2𝑑𝑓∞
−∞         (5) 

           
Sab(fe)は固有振動数 fe の基盤の加速度応答波形の最大値，
S(f)は震源スペクトル，P(f)は地震波の震源から基盤ま
での伝播経路特性である．S(f)2 は Booreの研究 10)を参考 

 
図-1 木造建物モデルと復元力特性 12) 

 
に次式で与える. 

𝑆(𝑓)2 = 𝐶2𝑀02(2𝜋𝑓)4
(1 + 𝑓 2/𝑓𝑐2)2       (6) 

 
C はラディエーションパターンなどからなる定数，M0

は地震モーメント，fc は震源スペクトルのコーナー振動
数である． 

H(f)2 は次式で与えられる． 
 

𝐻(𝑓)2 = 𝑓𝑒4 + 4ℎ𝑒2𝑓𝑒2𝑓 2
(𝑓𝑒2 − 𝑓 2)2 + 4ℎ𝑒2𝑓𝑒2𝑓 2              (7) 

 
heは加速度応答の減衰定数である． 

P(f)2 は次式で与えられる． 
 

𝑃 (𝑓)2 = 1𝑋2 exp (− 2𝜋𝑓𝑋𝑄𝑠𝑉𝑠 )                  (8) 
 
Xは震源距離，Qs は S波の減衰に関係する Q値，Vsは S
波速度である．地殻内地震の平均的な Qs が振動数 f に
比例すること 11)を参考にして Qs=Q0×f と定義し，式(8)
に代入すると振動数 fに依存しない次式となる． 
 

𝑃 (𝑓)2 = 1𝑋2 exp (− 2𝜋𝑋𝑄0𝑉𝑠)                  (9) 
 
また，地震の規模が大きい場合，式(6)の S(f)2 は次式の
ように近似でき，振動数 fに依存しない． 

 𝑆(𝑓)2 = 𝐶2𝑀02(2𝜋𝑓𝑐)4     (10) 
 
式(9)，(10)より式(5)の S(f)2 と P(f)2 は振動数に依存しな
いことから，無限積分の対象は H(f)2 のみとなる．
H(f)2 の無限積分値を留数定理により求め，式(9)，(10)を
式(5)に代入すると次のように表される． 
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𝑆𝑎𝑏(𝑓𝑒)
= 𝑝√(4ℎ𝑒2 + 1)𝑓𝑒4ℎ𝑒

𝐶2𝑀02(2𝜋𝑓𝑐)4
𝑋2 exp (− 2𝜋𝑋𝑄0𝑉𝑠)   (11) 

 
 
式(11)の固有振動数 fe は図-1 の木造建物モデルのパラメ
ータを用い，以下の関係式 12)により求めた．  

𝑓𝑒 = 12𝜋 ⎷
√√√ 𝐶𝑦𝑔

𝜇𝐻𝑒𝑅𝑦{(1 + 9(𝑅/𝑅𝑦)0.7)/10}    (𝑅 ≦ 𝑅𝑦) 
(12) 

𝑓𝑒 = 12𝜋 √
𝐶𝑦𝑔

𝜇𝐻𝑒𝑅    (𝑅 > 𝑅𝑦)  (13) 
Cy は木造建物のベースシア係数，g は重力加速度，μ は
有効質量比，Heは建物の等価高さである．既往研究 12)を
参考に μは 0.9，Heは 4.5m とした．R は建物の最大応答
変形角，Ry は降伏変形角であり，本研究では Ry の値を
既往研究 4)で複数の構造要素実験をもとに設定された値
(1/100)に固定した．木造建物の Ry の値(1/100)は既往の研
究 4)の中高層 RC 構造モデルの Ry(1/150)よりも大きく，
また，後述する減衰定数に関するパラメータも異なるた
め，最大応答変形角 R が同じ場合は木造建物のほうが減
衰定数が小さくなる． 

式(12)，(13)に示すように feは R と Ry の大小関係によ
り式が異なるが，予測式の誘導を容易にするために，R
と Ry の大小関係によらず，R>Ry の場合の式(13)が成り
立つものと仮定した． 

式(13)を式(11)に代入して，Sab(fe)を二乗すると式(14)
が得られる． 

 𝑆𝑎𝑏(𝑓𝑒)2

= 𝑝2 (4ℎ𝑒2 + 1)8𝜋ℎ𝑒
𝐶2𝑀02(2𝜋𝑓𝑐)4

𝑋2 exp (− 2𝜋𝑋𝑄0𝑉𝑠) √
𝐶𝑦𝑔

𝜇𝐻𝑒𝑅   
       (14) 

 
(2) 地表面の加速度応答スペクトル 

固有振動数 fe に対する地盤増幅率を G(fe)とすると，
固有振動数 fe の地表の加速度応答最大値 Sa(fe)の二乗値
は次式で表される． 𝑆𝑎(𝑓𝑒)2 = 𝑆𝑎𝑏(𝑓𝑒)2 × 𝐺(𝑓𝑒)2                (15) 

 

   𝑆𝑎(𝑓𝑒)2 = 𝑝2 (4ℎ𝑒2 + 1)8𝜋ℎ𝑒
𝐶2𝑀02(2𝜋𝑓𝑐)4

𝑋2  

× exp (− 2𝜋𝑋𝑄0𝑉𝑠) √
𝐶𝑦𝑔

𝜇𝐻𝑒𝑅 𝐺(𝑓𝑒)2  (16) 

 
(a) Vs30=100m/s          (b) Vs30=200m/s 

 

(c) Vs30=300m/s              (d) Vs30=400m/s 
図-2 翠川他 13)と式(18)の地盤増幅率の対応 

 

ここで地盤増幅率 G(f)を以下の経験式 13)により定義
した． 
 log𝐺(𝑓) = 𝑎(𝑓) + 𝑏(𝑓)log𝑉𝑠30                (17) 

 

a(f)，b(f)は回帰係数，Vs30は表層 30mの平均 S波速度で
ある．a(f)，b(f)は連続した値でないため，logG(f)を次
式で回帰した． 
 log𝐺(𝑓) = 𝑎1 + 𝑎2log𝑓 2 + 𝑎3log𝑉𝑠30                (18) 
           
a 1～a 3は回帰係数である．図-2に翠川他の研究 13)で示さ
れている式(17)と同タイプの式で求めた G(f)と式(18)で
回帰して得られた G(f)の対応を示す．同図から明らか
なように翠川他の式による G(f)と式(18)による値が対応
している．式(18)は Vs30 をパラメータとしているが，微
動 H/V から G(f)を評価するために式(18)を藤本他 14)の研
究を参考に第 3 項の Vs30の常用対数値を微動 H/V の固有
振動数 fm やピーク振幅 αm で表されるものとして，以下
のように変形した．式の中の a 1～a 5 は回帰係数である． 
 log𝐺(𝑓) = 𝑎1 + 𝑎2log𝑓 2 + 𝑎3log𝑓𝑚 + 𝑎4𝑓𝑚 + 𝑎5log𝛼𝑚                

(19) 
 

(3) 最大応答変形角の予測式 
続いて，本研究の評価対象である最大応答変形角 R

の予測式を Sa(fe)と性能等価加速度応答スペクトル Sae
12)

の関係（Sa(fe)2=Sae
2）をもとに求めた． 

建物の性能を等価な地震荷重に換算した性能等価加速
度応答スペクトル Sae

12)の二乗値は次式で表される． 
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図-3 式 (21)と式(22)による Fh
2  

 

   
(a) Cy=0.1                           (b) Cy=0.6 

図-4 式 (21)と式(22)による R 

 

𝑆𝑎𝑒2 = 𝐶𝑦2𝑔2
𝜇2𝐹ℎ2           (20) 

 
Fhは加速度低減率 12)であり，式(21)で表される． 
 

𝐹ℎ = 1.51 + 10{𝜆(1 − √𝑅𝑦/𝑅) + 0.05}     (21) 
 𝜆は既往研究 4)をもとに 0.2とした．最大応答変形角 Rは
式(15)の Sa(fe)2 と式(20)の Sae

2 が等しい時に成り立つも
のであり，式(21)の Fhの二乗を式(20)の分母に代入し，R
を求める式を導く．しかし，式(21)の分母には R 以外の
項が複数あり，Fh を二乗して式(21)に代入すると，さら
に複雑な式となる．そこで本研究の目的である簡易な式
で R を予測することを実現するために，Fh

2 が以下の式
で表されるものとする． 
 

𝐹ℎ2 = 𝐴
√𝑅             (22) 

 
A は定数である．図-3 に式(21)と式(22)の誤差二乗和が最
小の場合（A=0.078）の両者の対応，図-4 に NS 成分を対
象に式(21)と式(22)を用いて求めた最大応答変形角 R の
対応を示す．なお，先に述べたように R は Sa(fe)2=Sae

2

が成り立つ場合の値であり，Sae の計算に必要な Fh
2 は

図-3に示すように Rに応じて変化する． 
図-4 から式(21)と式(22)による R が対応していること

が分かる．式(22)を式(20)に代入すると Sae
2は次のように

表される． 

𝑆𝑎𝑒2 = 𝐶𝑦2𝑔2√𝑅
𝜇2𝐴          (23) 

 
式(16)の Sa(fe)2と式(23)の Sae

2が等しい場合に最大応答変
形角が得られることから，式(16)と式(23)をまとめた次式
をもとに，最大応答変形角の予測式を導く． 
 

   𝑝2 (4ℎ𝑒2 + 1)8𝜋ℎ𝑒
𝐶2𝑀02(2𝜋𝑓𝑐)4

𝑋2 exp (− 2𝜋𝑋𝑄0𝑉𝑠) 

× √
𝐶𝑦𝑔

𝜇𝐻𝑒𝑅 𝐺(𝑓𝑒)2 = 𝐶𝑦2𝑔2√𝑅
𝜇2𝐴       (24) 

 
地震波形を対象とした場合のピークファクターp は 315)

程度であることから定数とする．減衰定数 he は定数で
あり（5%），今回，同一の建物を対象とするため，Cy，
He，μ も定数とする．また，同じ地震を対象とすること，
放射特性係数や地震波の伝播速度なども同じ値と仮定す
ることにより，M0，fc，Cも定数とする． 
 以上の定数の項をまとめ，式(24)両辺の常用対数を求
めて次式のようにまとめる． 
 

log𝑅 = log𝑐 − log𝑋2 − log{(exp(1))} 2𝜋𝑋𝑄0𝑉𝑠 + 2log𝐺(𝑓𝑒) 
        (25) 

 
c は定数である．式(25)に式(19)を代入して回帰式とする．
さらに回帰係数 c1～c5 を導入して式(25)を整理すると以
下のようになる． 
 log𝑅 = 𝑐1 − log𝑋2 + 𝑐2𝑋 + 𝑐3log𝑓𝑚 + 𝑐4𝑓𝑚 + 𝑐5log𝛼𝑚       

(26) 
 

また，震源近傍での地震動の頭打ちを考慮するために，
式(26)の X2 の項に定数 s を導入して，最終的に次式を最
大応答変形角の予測式とする． 
 log𝑅 = 𝑐1 − log(𝑋2 + 𝑠) + 𝑐2𝑋 + 𝑐3log𝑓𝑚 + 𝑐4𝑓𝑚 +𝑐5log𝛼𝑚       

 (27) 
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3. 地震観測記録に基づく最大応答変形角予測式
の検討 

 
(1) 解析対象地震と地震観測点 
 図-5 に本研究で対象とする 2016 年に発生した鳥取県
中部の地震（MJMA＝6.6，震源深さ=11km，最大震度 6 弱）
の震央と解析対象とした全地震観測点の分布，図-6 に
震源近傍の地震観測点分布を示す．地震観測点の内訳は
気象庁 2地点，鳥取県 34地点，鳥取大学の地震観測点 1
地点，K-NET9地点，KiK-net5地点の計 51地点である． 
 
(2) 微 動 H/V と 1 次固有周期分布 
 図-7に震源近傍の地震観測点の微動 H/V，図-8 に全解
析対象観測点の微動 H/Vの 1次固有周期の分布を示す．
震源近くに位置する K-NET 倉吉（TTR005）の微動 H/V
では 0.25 秒付近に明瞭なピークが見られるが，自治体
観測点の三朝町大瀬では明瞭なピークが見られない．上
記の 2観測点よりも北側の自治体観測点の北栄町土下，
湯梨浜町龍島の微動 H/V を見ると，1 次固有周期が 0.6
～0.85 秒にあり，ピークが明瞭である．また，図-8 の固
有周期分布を見ると鳥取県中部から西部の海岸付近の地
震観測点で周期が長い傾向が見られる． 
 
(3) 地震観測記録から求めた加速度応答スペクトルと

最大応答変形角 
 図-9 に震源近傍の地震観測点の加速度応答スペクト
ル Sa（凡例の NS，EW）と既往研究 12)の手法により求め
た性能等価加速度応答スペクトル Sae（凡例の Cy=0.1～
1.0）を示す．Saは地震波形の全区間を対象に計算した．
Sae は最大応答変形角 R=1/100～1/5 に対応する値であり，
Saとの交点から R を求めた．Saと Sae の特徴を見ると，
北栄町土下では固有周期 1.2 秒から 1.4 秒付近で明瞭な
ピークが見られる．微動 H/V の 1 次固有周期 0.85 秒よ
りも Sa のピーク周期が長くなっており，地盤の非線形
化の影響が考えられる．固有周期 1 秒以下の Sa の振幅
が小さいため，Cy=0.6 以上では Saと Sae が交わっていな
いが，Cy=0.1～0.5 の Sae は Saと交わっており，R が 1/60
～1/10 となっている．湯梨浜町龍島は NS 成分の固有周
期 0.58 秒にピークが見られるほか，1 次ピークが固有周
期 1.2 秒付近に見られる．この 2 つのピークの影響によ
り，Cy=0.1～1.0 の Sae と Saに交点が存在し，Rが 1/60～
1/20となっている． 

K-NET倉吉の Saはピークが固有周期 0.1～0.2秒にあり，
固有周期 0.1～0.5 秒の振幅が相対的に大きい．NS，EW
両成分とも固有周期 0.4秒～0.8秒の振幅の影響により，
Cy=0.3～1.0 の場合の R が 1/100～1/60 となっている．ま
た，EW成分では Cy=0.1の場合の Rが 1/60～1/30となっ
ており，耐震性の低い建物に対して，被害をもたらすと

考えられる．三朝町大瀬は NS 成分では固有周期 0.1～
0.5 秒，EW 成分は 0.1～0.6 秒の振幅が相対的に大きく，
Cy=0.7以下では Saと Sae に交点が見られる．Cy=0.1の場
合の Rは 1/60～1/30でやや大きいが，Cy=0.2～0.7では R
が 1/100～1/60 であり，木造建物に大きな被害が生じな
かったと考えられる． 

図-10 に図-9 に示すような Saと Sae をもとに計算した
最大応答変形角 R の分布図を示す．図-10 を見ると
Cy=0.1 の場合，震央付近の 6 地点で R が 1/60～1/30 とな
っており，北栄町土下から北栄町由良宿までの地域では
耐震性の低い木造建物で大破あるいは倒壊の被害が見ら
れた 16)．また，震央から離れた地点でも微動 H/V の固
有周期が長い観測点では R が大きくなっている地点も
ある．これは Cy=0.1 の場合，周期の長い地震動の影響
が大きくなるためである．Cy=0.3 の場合の分布図を見
ると，R が 1/30 以上の地点が見られるが，全体的には
Cy=0.1 よりも R が小さい．Cy=0.6，1.0 になると更にこ
の傾向が顕著となっており，耐震性が高くなるにつれて，
木造建物の損傷程度が小さくなっていることが分かる． 

 
(4) 観測記録と予測式による最大応答変形角の比較 

地震観測記録から求めた最大応答変形角や震源距離，
微動 H/V を用いて，回帰分析により式(27)の各係数を求
めた．左辺の最大応答変形角 R は Cy=0.1～1.0 を対象に
Saと Sae によって計算し，NS，EW 成分から求めた R の
大きい方の値を用いた．震源距離 X は断層最短距離と
定義し，Kubo et al.による断層モデル 17)をもとに計算した．
解析対象観測点の断層最短距離は 2.6～55.7kmである． 

表-1 に式(27)の回帰係数 c1～c5，s および相関係数と
標準偏差を示す．相関係数と標準偏差は Saと Sae によっ
て計算した最大応答変形角（観測値）と式(27)の予測式
に X，fm，αm を代入して求めた最大応答変形角（予測値）
の常用対数値を線形の式で回帰して得られた値である．  

 

 
図-5 震央と地震観測点の分布（●：気象庁，〇：鳥取県，

▲：鳥取大学，△：K-NET，▲：KiK-net） 
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(a) Cy=0.1 

 
(b) Cy=0.3 

 
(c) Cy=0.6 

 
(d) Cy=1.0 

図-10 Sa と Sae をもとに計算した最大応答変形角の分布  
（●1/120 未満，●1/120 以上 1/60 未満，●1/60 以上 1/30
未満，●1/30以上） 

 

表-1 式 (27)の回帰係数と相関係数，標準偏差 

 
 

  
 (a) Cy =0.1         (b) Cy =0.3 

  
   (c) Cy =0.6          (d) Cy =1.0 

図-11 最大応答変形角の観測値と予測値の対応 
 

4. まとめ 
 
 本研究では地震観測点以外の地点や地盤情報未知点を
対象に地震動を推定せずに震源からの距離や微動 H/V
から直接的かつ簡易に木造建物の最大応答変形角を予測
する手法を提案するとともに，2016 年に鳥取県中部で
発生した地震を対象として，最大応答変形角の予測式を
求めた．まず，性能等価加速度応答スペクトルと加速度
応答スペクトルの関係をもとに最大応答変形角の予測式
を導き出した． 

続いて，2016 年に鳥取県中部で発生した地震を対象
に断層最短距離や微動 H/V の固有振動数をパラメータ
とした最大応答変形角予測式を求めた．その結果，地震
観測記録から計算した最大応答変形角（観測値）と回帰
分析で求めた予測式から計算した最大応答変形角（予測
値）がよく対応した． 

今後は，今回求めた最大応答変形角の予測式を用いて，
2016 年鳥取県中部の地震を対象に地震観測記録のない
地点の最大応答変形角を推定し，実被害との対応を調べ
る予定である．また，他の被害地震を対象とするだけで
なく，地盤特性を表すパラメータとして，表層地盤の平

C y c 1 c 2 c 3 c 4 c 5 s 相関係数 標準偏差

0.1 0.295 0.018 -0.384 -0.049 -0.053 32.6 0.901 0.249
0.2 0.230 0.012 0.050 -0.093 0.206 58.8 0.898 0.261
0.3 0.075 0.013 0.281 -0.111 0.299 65.7 0.875 0.276
0.4 0.022 0.009 0.412 -0.101 0.296 74.5 0.828 0.317
0.5 -0.040 0.001 0.402 -0.079 0.630 169.9 0.821 0.323
0.6 0.161 -0.002 0.588 -0.092 0.437 301.3 0.785 0.340
0.7 -0.253 0.006 0.616 -0.093 0.376 106.5 0.794 0.328
0.8 -0.273 0.002 0.741 -0.098 0.478 134.1 0.794 0.343
0.9 -0.424 0.001 0.768 -0.085 0.447 135.4 0.801 0.328
1.0 -0.591 0.003 0.763 -0.085 0.473 94.0 0.804 0.340
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均 S波速度を用いた場合の予測式も検討する予定である．  
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A STUDY ON EVALUATION FORMULA FOR MAXIMUM RESPONSE 
DEFORMATION ANGLE OF WOODEN BUILDING 
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We propose a method to directly evaluate the maximum response deformation angle of wooden build-
ing without estimating earthquake ground motion at the point where seismic observation is not set. First, 
the evaluation formula of the maximum response deformation angle was derived based on the relationship 
between the equivalent performance acceleration response spectrum and the acceleration response spec-
trum. Subsequently, the valuation formula consists of the closest distance of the fault and the natural fre-
quency of the microtremor H/V was obtained by regression analysis using the earthquake motion records 
obtained in the 2016 central Tottori earthquake. As a result, the maximum response deformation angle 
can be calculated from the earthquake observation record corresponded well with the value calculated 
from the proposed formula. 
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